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Ⅰ　一般会計

　１　予算規模

※「実質予算額」は、制度融資預託金、市債借換に伴う償還元金を除いた予算額

　
《参考》 国の一般会計予算は、R4（＋0.9％）、R5（＋6.3％）

　    　 地方財政計画（※1）の規模は、R4（＋0.9％）、R5（＋1.6％）※2

※1  国が作成する、全ての地方自治体の歳入・歳出予算の見込み

※2  東日本大震災分を除いた通常収支

　２　国の補正予算の活用による「実質的な予算規模」
　　（令和4年度1月及び3月補正予算と令和5年度当初予算との一体的な運用）

（1）概要

・国の令和4年度第2次補正予算（令和4年12月2日成立）で措置された財源を積極的に活用し、

　令和5年度以降に実施を予定していた事業を前倒しして、令和4年度1月及び3月補正予算で措置

（2）令和4年度との比較（一般会計）

※ 1月、3月補正予算額及び当初予算額は、制度融資預託金、市債借換に伴う償還元金を除いた「実質予算額」

※ 1月、3月補正予算額は、国の補正予算で措置された財源を活用し、主に翌年度に繰越して実施する歳出予算

の額

1 月 、 3 月
補正予算額

当初予算額 （イ）※

89億1,712万円うち普通建設事業費

9億4,133万円 △ 　6億6,980万円（△ 41.6％）

56億　283万円 7億1,644万円 △  48億8,638万円（△ 87.2％）

実 質 予 算 額 ※
（ア－イ－ウ）

905億6,842万円

制度融資預託金

99億1,411万円 ＋   9億9,699万円（＋ 11.2％）

17億9,534万円 △　13億3,109万円（△ 42.6％）

931億3,536万円 ＋  25億6,693万円（＋  2.8％）

31億2,643万円

905億6,842万円

市債借換に伴う
償 還 元 金

（イ）

（ウ）

令和4年度区　　分

931億3,536万円

936億9,486万円

（ア）※

区　　分 令和4年度 令和5年度 前年度比

△  29億8,925万円（△  3.1％）

949億3,070万円
実質的な予算規模

（ア ＋ イ）
＋  12億3,584万円（＋  1.3％）

977億8,239万円 947億9,314万円当 初 予 算 額（ア）

＋  25億6,693万円（＋  2.8％）

令和5年度 比　　較

16億1,113万円

(ア)(イ)(ウ)(ア)－((イ)＋(ウ))

予算の概況
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　３　財政調整基金の状況

 ・令和4年度決算剰余見込額18.0億円の2分の1に相当する額（9.0億円）を積立て

 ・収支の均衡を図るため、財政調整基金から13.0億円を繰入れ

 ・財政調整基金残高は、当初予算編成時点で71.9億円の見込み

※  積立額（9億20万円）は、令和4年度決算剰余見込額の2分の1に相当する9億円及び令和4年度末残高に基
 づく基金繰替運用利子20万円の合計

　４　一般会計予算のポイント

　（1）市税は、322.6億円（前年度比18.1億円増）

　・個人市民税は、給与所得などの増加が見込まれることから、2.5億円増加

　・法人市民税は、大手製造業を中心に堅調な業績が見込まれることから、4.0億円増加

　・固定資産税は、償却資産の新規投資が見込まれることから、10.6億円増加

区　　分 令和4年度 令和5年度 前年度比

市 税 304億5,618万円 322億6,714万円 ＋　18億1,096万円（＋  5.9％）

うち固定資産税 149億8,201万円 160億4,249万円 ＋　10億6,048万円（＋  7.1％）

積　 立 　額 21億7,382万円 23億9,247万円 9億   20万円

基 金 残 高 86億8,235万円 75億9,859万円 71億9,614万円

財 政 調 整 基 金 令和3年度決算 令和4年度末見込 令和5年度当初予算

予
算
額

繰　 入 　額 23億2,398万円 34億7,623万円 13億　265万円

うち個人市民税 92億4,497万円 94億9,590万円 ＋　 2億5,092万円（＋  2.7％）

うち法人市民税 31億1,619万円 35億2,513万円 ＋　 4億  893万円（＋ 13.1％）

歳 入 予 算

※
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　・地方譲与税は、自動車重量譲与税などにおいて地方財政計画の伸び率を踏まえ、0.8億円減少

　・地方消費税交付金は、地方財政計画の伸び率を踏まえ、5.1億円増加

　・地方特例交付金は、新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金において償却

　  資産の新規設備投資分を見込んだほか、個人住民税減収補填特例交付金は地方財政計画の伸

　　び率を踏まえ、全体で0.6億円増加

　・普通交付税は、基準財政需要額の増加及び臨時財政対策債への振替額の減少を見込む一方、

　　基準財政収入額における市税などが増加する見込みから、全体で0.3億円の減少

　・臨時財政対策債は、国の交付税財源の増加に伴い発行可能額が減少となる見込みから、4.1

　  億円減少

※1　 臨時財政対策債とは、地方交付税の財源不足を補うために、普通交付税として交付されるべき額の一

　　　部が振り替えられるものであり、元利償還金の全額が後年度に交付税措置されるもの

※2   実質的な普通交付税とは、普通交付税と臨時財政対策債を合算したもの
　　　

　（4）国・県支出金は、178.6億円（前年度比8.4億円減）

　・認定こども園施設整備事業補助金の皆減（県）　（△2.5億円）

　・新型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金の皆減（国）　（△2.4億円）

前年度比

　（2）地方譲与税・交付金は、68.6億円（前年度比2.7億円増）、地方特例交付金は、
　　　 2.0億円（前年度比0.6億円増）

うち法人事業税交付金

臨時財政対策債（イ）※1 16億9,790万円 12億7,960万円 △　 4億1,830万円（△ 24.6％）

区　　分 令和4年度 令和5年度 前年度比

　（3）地方交付税のうち普通交付税は、197.0億円（前年度比0.3億円減）、実質的
　　　 な普通交付税は、209.8億円（前年度比4.5億円減）

うち地方消費税交付金 45億7,420万円 50億9,100万円 ＋ 　5億1,680万円（＋ 11.3％）

うち環境性能割交付金

普通交付税（ア）

特別交付税

区　　分 令和4年度 令和5年度 前年度比

地方譲与税・交付金 65億9,080万円 68億6,190万円 ＋   2億7,110万円（＋　4.1％）

う ち 地 方 譲 与 税 11億1,870万円 10億3,550万円 △      8,320万円（△  7.4％）

△   5億1,729万円（△  4.5％）

△　 　 8,580万円（△ 55.4％）

△  　  6,900万円（△  2.4％）

109億1,495万円

226億6,000万円 225億5,900万円 △   1億  100万円（△  0.4％）

5億8,190万円 4億7,160万円

114億3,224万円

令和4年度 令和5年度

1億4,590万円 2億  970万円 ＋   　 6,380万円（＋ 43.7％）

29億2,600万円

197億3,400万円 197億  200万円 △  　  3,200万円（△  0.2％）

△ 　1億1,030万円（△ 19.0％）

187億  729万円 178億6,446万円 △   8億4,283万円（△  4.5％）

実質的な普通交付税※2
（ ア ＋ イ ） 214億3,190万円 209億8,160万円 △　 4億5,030万円（△  2.1％）

28億5,700万円

1億5,480万円 6,900万円

地 方 交 付 税

うち国庫支出金

国 ・ 県 支 出 金

区　　分

地方特例交付金
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　（5）市債は、64.2億円（前年度比39.6億円減）

　・市債発行総額のうち、通常分の新規発行額は44.3億円

　・上越斎場の建築工事を行うことから、合併特例債の発行が前年度比で4.2億円増加

　・令和4年度は第三セクター等改革推進債の借換えを実施するため46億円計上していたことから、

    借換債が前年度比で48.8億円減少

　・市債残高見込額は、当初予算編成時点において1,072.0億円で、前年度比で55.2億円減少

※1

※1　従来分等は、合併特例債、過疎債以外の通常分

※2

※2　通常分は、特例分（減収補填債、減税補填債、臨時税収補填債、臨時財政対策債）以外の市債

(参考）

合 計 （ ア ＋ イ ）

通 常 分

合 併 特 例 債

過 疎 債

従 来 分 等

臨 時 財 政 対 策 債

（ア）

定 時 償 還 分

繰 上 償 還 分

借 換 分

合 計

市 債 残 高

市 債 年 度 末 残 高

う ち 通 常 分

うち第三セクター等改革推進債を除く

△48億8,638万円

44億3,320万円 ＋13億4,400万円30億8,920万円

2億1,150万円

103億8,993万円

116億2,461万円 112億3,306万円

697億8,379万円 667億2,713万円 △30億5,665万円

＋ 5億4,220万円

16億9,790万円 12億7,960万円

△39億6,068万円

前年度比

1,127億2,940万円 1,072億　913万円 △55億2,026万円

＋ 4億2,890万円

令和4年度

（イ）

△ 4億1,830万円

56億  283万円 7億1,644万円

令和5年度

47億8,710万円 57億1,280万円 ＋ 9億2,570万円

発 行 総 額

新 規 発 行 額

借 換 債

13億　610万円 ＋ 3億7,290万円9億3,320万円

19億4,450万円 24億8,670万円

1億1,538万円 0万円 △ 1億1,538万円

前年度比

6億4,040万円

64億2,924万円

令和4年度 令和5年度 前年度比償 還 元 金

△ 3億9,154万円

667億7,345万円 640億3,368万円 △27億3,977万円

173億4,282万円 119億4,951万円 △53億9,331万円

令和4年度末見込 令和5年度（当初予算）

56億　283万円 7億1,644万円 △48億8,638万円

299億4,888万円 276億6,281万円 △22億8,606万円う ち 実 質 負 担 額

うち交付税措置見込額

市 債 残 高 令和4年度末見込 令和5年度（当初予算） 前年度比

市 債 年 度 末 残 高 1,127億2,940万円 1,072億　913万円 △55億2,026万円

827億8,051万円 795億4,632万円 △32億3,419万円
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①目的別予算の主な増減要因

 主な事業費と増減要因：

 企画調整費
 （ふるさと上越応援基金等積立金の増）

 リージョンプラザ上越施設整備事業
 （インドアスタジアム改修工事の増）

 地域活動支援事業
 （地域活動支援事業費補助金の減）

 総務管理費職員人件費
 （退職手当の減）

 主な事業費と増減要因：

 介護給付・訓練等給付事業
 （利用者増による給付費の増）

 後期高齢者医療制度運営費
 （被保険者数の増に伴う負担金及び繰出金の増）

 私立保育所等運営費
 （認定こども園施設型給付費の増）

 福祉施設建設事業
 （施設整備事業補助金の減）

 保育所運営費職員人件費
 （一般職給料の減）

 主な事業費と増減要因：

 斎場整備事業
 （上越斎場建設工事の増）

 病院事業管理費
 （病院事業会計繰出金の増）

 新型コロナウイルスワクチン接種事業

 主な事業費と増減要因：

 雇用対策事業
 （移住・就業支援金の増）

 主な事業費と増減要因：

 土地改良事業
 （県営土地改良事業に対する負担金の増）

 既設林道維持管理事業
 （林道維持工事の増）

 中山間地域等活性化対策事業
 （中山間地域等直接支払交付金の増）

 農林水産業融資支援事業
 （農林水産業振興資金預託金の減）

3億5,014万円

(△　 　2,182万円)3,405万円

8,299万円△

(△　4億3,113万円)

(＋　 　2,003万円)5,354万円

(＋　1億4,739万円)

25億4,830万円 (＋　1億5,788万円)

4億3,840万円

    0万円

＋

（＋  8.2％）

＋ 1,112万円（＋  9.2％）

47億  918万円 (＋　2億6,960万円)

19億2,925万円 (△　1億1,564万円)

6億8,731万円 (＋　5億5,899万円)

(＋　2億3,113万円)

2億7,207万円

3億2,597万円

(＋　1億6,359万円)

＋

(△　1億8,000万円)

6億4,721万円（＋  2.2％）

＋ 6億  315万円

（△  0.7％）

 農林水産業費 29億8,433万円

4億  271万円

(＋　 　1,935万円)

令和5年度

79億7,795万円

1億2,030万円 1億3,142万円

 民　生　費 293億8,199万円

 労　働　費

 衛　生　費

300億2,920万円

区　　分 令和4年度

114億6,656万円 総　務　費

73億7,480万円

113億8,357万円

41億7,949万円

前年度比

45億5,221万円 (△　4億3,954万円)

(＋　2億5,552万円)

(＋　 　6,275万円)1億9,156万円

6億5,531万円

(＋　1億9,833万円)

33億3,447万円

  685万円 (△　 　9,649万円)

（＋ 11.7％）

    0万円

目的別予算の主な事業費と増減要因

歳 出 予 算

（国の具体的な接種方針未定につき、計上していないもの）
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 主な事業費と増減要因：

 雪国文化村リゾート推進事業

 観光施設等管理事業
 （大島あさひ荘除却に係る経費の増）

 住宅建築促進事業
 （住宅建築等促進資金預託金の減）

 中小企業融資支援事業
 （経営改善支援資金預託金の減）

 主な事業費と増減要因：

 除雪費
 （市道除排雪委託料の増）

 消融雪施設管理費
 （工事等の実施箇所の増）

 下水道費
 （下水道事業会計繰出金の減）

 道路整備事業
 （黒井藤野新田線Ⅰ期工事完了による減）

 主な事業費と増減要因：

 常備消防費
 （上越地域消防事務組合負担金の増）

 消防団員費
 （消防団員数減による報酬の減）

 主な事業費と増減要因：

 中学校給食室改修事業
 （学校整備工事の増）

 公民館管理運営費
 （公民館整備工事の増）

 小学校給食室改修事業
 （学校整備工事の増）

 体育施設整備事業

 私立幼稚園等教育振興事業
 （認定こども園の施設整備完了に伴う補助金の減）

 主な事業費と増減要因：

 道路橋梁災害復旧費

 農地、農業用施設災害復旧費

 主な事業費と増減要因：

 借換に伴う償還元金

 定時償還元金

 繰上償還元金

 地方債利子

5億9,849万円

(△　2億1,929万円)

  437万円 (△　6億7,596万円)

＋

(＋　1億3,093万円)

（＋  1.8％）

＋

3億  767万円

4,042万円

33億4,633万円

1億4,706万円

（＋ 12.3％）

3億3,162万円

8億2,617万円

（＋501.9％）

1億5,662万円 (＋　1億5,662万円)

(＋　 　1,612万円)

41億3,587万円

 教　育　費

 消　防　費

 災害復旧費

(＋　6億3,407万円)

令和4年度

121億7,826万円

7億2,433万円

区　　分

 土　木　費

 商　工　費 36億8,267万円

29億7,103万円

前年度比

93億3,304万円

6億4,191万円

3億3,489万円

(＋　1億4,891万円)

(△　3億3,325万円)

(＋　1億6,616万円)

6,311万円

(△　2億  708万円)

23億4,853万円 (＋　 　6,839万円)

2億4,542万円

(△　 　2,009万円)

(△　1億5,863万円)

（＋  0.5％）

＋ 5,412万円

2億7,876万円

41億4,116万円

 公　債　費

(△　1億1,538万円)

7億1,644万円

177億3,015万円 △ 54億5,706万円（△ 30.8％）

3億1,945万円 (△　 　6,373万円)

122億7,308万円

112億3,306万円

    0万円

(△　3億9,154万円)

(△ 48億8,638万円)

30億2,515万円

95億5,775万円 ＋ 2億2,470万円（＋  2.4％）

2億5,832万円 (＋　2億5,832万円)

(＋　1億4,419万円)

(△　4億3,633万円)

令和5年度

4億5,319万円＋

122億4,137万円

2,929万円 1億7,635万円

1億3,093万円

(＋　1億7,731万円)

（キューピットバレイスキー場リフト更新、延伸工事の増）

（スポーツ公園ナイター照明改修工事完了による減）
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②性質別予算の主な増減要因

 主な事業費と増減要因：

 期末、勤勉手当

 時間外勤務手当

 退職手当

 主な事業費と増減要因：

 小学校施設管理費
 （光熱水費の増）

 情報システム事業

 新型コロナウイルスワクチン接種事業

 主な事業費と増減要因：

 除雪費
 （市道除排雪委託料の増）

 橋梁維持費
 （橋梁点検委託料の増）

 雪国文化村リゾート推進事業
 （管理施設の営繕修繕料の減）

 主な事業費と増減要因：

 介護給付・訓練等給付事業
 （利用者増による給付費の増）

 私立保育所等運営費
 （認定こども園施設型給付費の増）

 私立幼稚園等教育振興事業
 （私立幼稚園施設型給付費の減）

 主な事業費と増減要因：

 病院事業管理費
 （病院事業会計繰出金の増）

 直江津港振興事業
 （小木直江津航路運営費等支援金の増）

 地域活動支援事業
 （地域活動支援事業費補助金の減）

 主な事業費と増減要因：

 借換に伴う償還元金

 定時償還元金

 繰上償還元金

 地方債利子

(△　1億8,000万円)

(△　2億9,345万円)

39億1,987万円

＋ 4億  272万円

(＋　1億2,893万円)

(＋　2億6,304万円)

1億9,605万円

29億2,542万円

1,883万円

（＋  1.2％）

(＋　 　9,305万円)

＋

(＋　2億6,914万円)

(△　 　1,965万円)

1億6,147万円

(△　5億3,822万円)

 維持補修費

令和4年度

161億6,087万円

令和5年度

 物　件　費

△

（＋  9.4％）46億7,704万円

166億2,307万円

(＋　 　6,764万円)

6億1,852万円 (＋　1億1,364万円)

141億6,590万円 4億3,818万円

（△  2.8％）

2億6,528万円

7億2,087万円

6億6,682万円

42億7,432万円

    0万円

 人　件　費

区　　分

(△　1億7,087万円)

＋ （＋  3.2％）

22億3,169万円 (＋　 　6,490万円)

137億2,771万円

前年度比

4億6,219万円

(△ 48億8,638万円)

122億7,308万円 （△ 30.8％）

    0万円

 扶　助　費 166億2,490万円 168億2,096万円

4億1,303万円（＋  3.4％）

47億  335万円

(△　1億1,538万円)

120億3,185万円 補 助 費 等

  437万円

    0万円

54億5,706万円 公　債　費 177億3,015万円

(△　 　6,373万円)3億1,945万円

7億1,644万円

112億3,306万円

△

(△　3億9,154万円)

(＋　1億2,240万円)

(＋　1億6,359万円)

1億2,519万円

4億3,840万円

124億4,489万円

(△　3億3,009万円)

＋

性質別予算の主な事業費と増減要因

（新財務会計システム及び文書管理システム等共同利用使用料の増）

（国の具体的な接種方針未定につき、計上していないもの）
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 主な事業費と増減要因：

 後期高齢者医療制度運営費
 （被保険者数の増に伴う負担金及び繰出金の増）

 介護保険特別会計繰出金
 （保険給付費、地域支援事業費等の増）

 診療所特別会計繰出金
 （患者数の増に伴う収支改善による減）

 主な事業費と増減要因：

 上水道施設建設等繰出金

 主な事業費と増減要因：

 中小企業融資支援事業

 住宅建築促進事業

 勤労者福祉事業

 主な事業費と増減要因：

 企画調整費

 (ふるさと上越応援基金等積立金の増)

 財政調整基金積立金

 主な事業費と増減要因：

 雪国文化村リゾート推進事業

 斎場整備事業
 （上越斎場建設工事の増）

 中学校給食室改修事業
 （学校整備工事の増）

 道路整備事業
 （黒井藤野新田線Ⅰ期工事完了による減）

 私立幼稚園等教育振興事業
 （認定こども園の施設整備完了に伴う補助金の減）

 主な事業費と増減要因：

 道路橋梁災害復旧費

 農地、農業用施設災害復旧費

～ 参考 ～  事業会計を含めた市全体の建設事業費

 主な事業費と増減要因：

 下水道事業

 ガス事業

 水道事業

（△ 14.0％）

△

1,969万円

令和4年度 前年度比令和5年度

(△　 　  319万円)

25億3,678万円 (＋　1億5,813万円)

74億8,914万円

(△　 　1,479万円)

11億2,804万円

(＋　1億7,500万円)

(＋　 　9,999万円)

1億4,655万円

(＋　 　8,471万円)

△

6億6,980万円

＋ 2億5,057万円

＋ 2億2,511万円 繰　出　金

区　　分

9億   20万円

15億3,026万円

  319万円

    0万円

 積　立　金

 貸　付　金

（＋  3.1％）

68億6,552万円

（＋ 28.6％）

＋

72億6,403万円

16億1,113万円 9億4,133万円 （△ 41.6％）

36億2,797万円

(△　2億  708万円)

1,950万円 (△　 　2,416万円)

83億9,579万円

市全体の建設事業費 132億6,052万円

8億7,747万円

2,289万円 投資及び出資金

 普通建設事業費

170億2,195万円

 災害復旧事業費 2,929万円

(＋　1億3,093万円)

(△　3億7,779万円)

6億8,639万円 (＋　6億4,880万円)

1,969万円

2億2,630万円 (△　4億1,690万円)

1億7,500万円

6億4,191万円

（＋ 22.3％）

(＋　8億3,853万円)35億5,373万円

(＋　5億5,228万円)

8億2,472万円 (△　3億3,331万円)

35億8,125万円 　(＋ 13億  805万円)

(＋　6億8,065万円)

(＋　 　1,612万円)

＋ 37億6,143万円（＋ 28.4％）

＋ 1億4,706万円（＋501.9％）

14億4,024万円

4,042万円

2億5,832万円 (＋　2億5,832万円)

6億8,060万円

1億3,093万円

1億7,635万円

（キューピットバレイスキー場リフト更新、延伸工事の増）
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Ⅱ　特別会計・事業会計

　１　予算規模

　２　主な特別会計・事業会計予算のポイント

　（1）国民健康保険特別会計は、162.6億円（前年度比10.7億円減）

　・保険給付費は、前年度当初予算比で7.3％減の118.3億円

　・生活習慣病の発症予防と重症化予防の取組を継続するとともに、特定健康診査の受診や特定保

　　健指導を通じて、市民の健康寿命の延伸と健康格差の縮小を目指した取組を推進

　・令和6年度を始期とする第3期データヘルス計画・第4期特定健康診査等実施計画を策定

　（2）介護保険特別会計は、242.3億円（前年度比2.8億円増）

　・介護給付費は、前年度当初予算比で1.9％増の226.6億円

　・地域の支え合いによる介護予防や重度化防止に関する取組を一層推進

　・令和6年度からの介護保険制度の見直しを見据え、第9期介護保険事業計画・第10期高齢者福祉

　　計画を策定

　（3）病院事業会計は、32.7億円（前年度比4.2億円減）

　・引き続き、経費削減や新たな収入の確保など、収支改善に向けた取組を推進

　・令和元年度末に策定した上越地域医療センター病院基本計画の見直し

　（4）下水道事業会計は、211.2億円（前年度比15.4億円増）

　・汚水管渠の整備を行うとともに、浸水被害の早期解消と軽減に向け、雨水管理総合計画に基づ

　　く雨水管渠の整備の進捗を図る

　・公共下水道ストックマネジメント修繕・改築計画等に基づき汚水処理施設の長寿命化を進める

　　とともに、公共下水道における管路施設の耐震化を目的とした総合的な地震対策について検討

　・4月から下水道使用料を改定するとともに、引き続き、接続率の向上に努めるなど、経営基盤

　　の強化と財政マネジメントの向上に取り組む

Ⅲ　全会計

　１　予算規模（一般会計・特別会計・事業会計の合計）

当 初 予 算 額 1,831億9,143万円 1,844億6,895万円 ＋12億7,752万円（＋0.7％）

 会  計  数　             9会計             9会計               ±0会計 

区　　分 令和4年度 令和5年度 前年度比

区　　分 令和4年度 令和5年度 前年度比

当 初 予 算 額 854億　904万円 896億7,581万円 ＋42億6,677万円（＋5.0％）
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　　Ⅰ　全会計の状況

（単位：千円、％）

令和4年度 前年度比 令和5年度 前年度比

(90,568,424) (0.3) (93,135,361) (2.8)

97,782,392 4.6 94,793,141 △ 3.1

17,331,974 △ 0.9 16,260,782 △ 6.2

(444,305) (△ 5.6) (432,668) (△ 8.1)

444,305 △ 5.6 432,668 △ 2.6

23,950,043 △ 0.3 24,232,477 1.2

2,295,825 2.2 2,400,234 4.5

－ - 146,980 皆増

(44,022,147) (△ 0.5) (43,326,161) (△ 2.1)

44,022,147 △ 0.5 43,473,141 △ 1.2

3,695,793 23.2 3,271,413 △ 11.5

(18,840,409) (△ 8.6) (20,216,821) (7.3)

19,577,674 △ 7.8 21,123,099 7.9

8,707,727 12.1 11,369,625 30.6

9,388,711 1.9 10,438,536 11.2

16,989 △ 0.7 廃止 -

(40,649,629) (0.1) (45,296,395) (11.4)

41,386,894 0.3 46,202,673 11.6

(175,240,200) (0.0) (181,904,897) (3.8)

183,191,433 2.4 184,468,955 0.7

※

事

業

会

計

特 別 会 計 合 計

事 業 会 計 合 計

全 会 計 合 計

病 院 事 業

下 水 道 事 業

ガ ス 事 業

水 道 事 業

工 業 用 水 道 事 業

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

特

別

会

計

工 業 用 水 道 事 業 清 算

一　　　般　　　会　　　計

国 民 健 康 保 険

診 療 所

会 計 区 分

歳  入  歳  出  予  算  額

（　）内は制度融資預託金、市債借換に伴う償還元金を除いた値

各 会 計 予 算 規 模

計数による当初予算の概要

※これ以降の表、グラフにおける前年

度比、構成比等については、表示単位

未満四捨五入のため、内訳と合計が一

致しない場合があります。
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Ⅱ　一般会計の状況

    

単位：％
単位：百万円

県支出金

6,950(7,275)

7.3%(7.4%)

国庫支出金

10,915(11,432)

11.5%(11.7%)

地方譲与税

1,036(1,119)

1.1%(1.1%)

諸収入

3,019(3,666)

3.2%(3.7%)

分担金及び負担金

237(292)

0.3%(0.3%)

使用料及び手数料

1,595(1,631)

1.7%(1.7%)
繰入金

1,503(1,281)

1.6%(1.3%)

地方交付税

22,559(22,660)

23.8%(23.2%)

市債

6,429(10,390)

6.8%(10.6%)

依存財源

53,971(58,541)

56.9%(59.9%)

自主財源

40,822(39,242)

43.1%(40.1%)

繰越金

1,800(1,600)

1.9%(1.6%)

法人事業税交付金

472(582)

0.5%(0.6%)

（ ）内は前年度数値

歳入総額

94,793百万円

（97,782百万円）

単位：百万円

地方消費税交付金

5,091(4,574)

5.4%(4.7%)

地方特例交付金ほか

520(509)

0.6%(0.5%)

市税

32,267(30,456)

34.0%(31.1%)

当初予算の規模の推移

歳入予算の構成比

財産収入ほか

401(315)

0.4%(0.3%)

106,492
102,966

113,279

107,661

96,543 98,283

91,679
93,474

97,782

94,793

101.2

96.7

110.0

95.0

89.7

101.8 

93.3 

102.0 104.6 

96.9 

101.8 102.3

100.6

101.0 100.3
103.1
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